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2021年度
(2020年実施)

2022年度
(2021年実施)

2023年度
(2022年実施)

2024年度
(2023年実施)

2025年度
(2024年実施)

受験者数 668 664 663 559 474

採用予定者数 195 227 271 318 314

▼︎�受験者数等推移

求める教員像

～人間的な魅力にあふれ，夢と情熱をもって「くまもとの人づくり」をリードする教職員～
１　いつの時代も求められる資質や能力
　（1）豊かな人間性をもち，人権感覚にすぐれた教職員
　（2）教育者としての強い使命感と誇り，高い倫理観をもった教職員
　（3）教育的愛情をもち，こどもたちから信頼される教職員
　（4）幅広い教養と専門的な知識に基づく実践的指導力をもった教職員
２　今，時代が特に求める資質や能力
　（1）広い視野をもち，社会の変化に対応して課題を解決できる教職員
　（2）社会性と高いコミュニケーション能力をもった教職員
　（3）組織の一員として責任感をもち，互いに高めあい協働する教職員
　（4）熊本を愛し，保護者や地域の人々に信頼される教職員

出願期間 公開日　４月14日（月）　電子申請　４月14日（月）9:00～４月30日（水）17:15

試験日程
１次試験　試験日　６月15日（日）　　合格発表日　７月８日（火）
２次試験　試験日　論文・実技：７月27日（日）
模擬授業等・個人面接：７月28日（月）～８月９日（土）の指定した日　合格発表日　９月10日（水）

年齢制限 昭和41年４月２日以降に生まれた者

募集教科
［幼］〈一般〉〈特別支援教育推進〉　［小］〈一般〉〈特別支援教育推進〉　［中高］〈一般〉国語，社会，数学，理科，
音楽，美術，保健体育，技術，家庭，英語〈特別支援教育推進〉　［高］〈一般〉（特別選考）商業　［養］　［栄］

特記事項

■特別選考　●障がいのある者を対象とした特別選考　障がいの種類や程度に応じて受験上の配慮を行う。
●高等学校改革に伴う特別選考　［高］商業志願者で，規定の要件を満たす者は，２次の模擬授業・個人面接（２
回実施）のみ。■免除　●A　熊本市臨時的任用教員等　現職対象。１次を免除。●B　熊本市立学校以外の
国公立学校正規教員又は臨時的任用教員　熊本市以外の国公立の教諭，臨時的任用教員等として現在又は過
去に任用され，規定の勤務経験がある者は，１次の教職を免除。●C　民間企業等勤務経験者（青年海外協力
隊員）　民間企業等の常勤職員として規定の勤務経験がある者又は青年海外協力隊員として規定の要件を満
たす者は，１次の教職を免除。●D　他県等現職教員・元正規職員　１次を免除。●E　前年度実施第１次選
考合格者　前年度２次を受験し名簿登載にならず，令和７年５月１日において熊本市立の臨時的任用教員等
として任用されている者は，１次を免除。●F　大学等推薦者　［小］［中高］〈一般〉国語，数学，理科，美術，家
庭，英語，〈特別支援教育推進〉志願者対象。１次を免除。●G　国公立学校臨時的任用教員　［小］［中高］〈一
般〉国語，数学，理科，美術，家庭，英語，〈特別支援教育推進〉志願者対象。１次を免除。

新規情報

■３年生受験　全校種対象。■初任給　大卒264,080円，修士修了283,072円。教職調整額，義務教育等
教員特別手当を含む。他に，住居手当，扶養手当等が支給される。■初任者研修　教師力アップを支援し，す
ぐに実践できる内容の研修（接遇など）に留意。■臨時的任用教員の研修　あり。■懲戒処分の指針　策定し，
HPに公開。■部活指導の地域移行　しない方針。

面　積 390 ㎢
人　口 735,873人
市の花 肥後ツバキ
市の木 イチョウ
市の鳥 シジュウカラ

小学校 中学校 高等学校

いじめ（件） 4,061※

不登校（人） 1,213 1,792 ―

▼�令和５年度　問題行動調査でのいじめの
　認知件数と不登校児童・生徒数（市立学校）

※特別支援学校を含む
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2026年度（2025年実施） 筆記試験DATA

　学習指導要領では総則が必出である。今年度は，

小学校学習指導要領総則の「第3 教育課程の実施と

学習評価」から学習評価の理解を問う問題が出題さ

れた。また，特別支援教育と重複するが，小学校学

習指導要領総則の「第4 児童の発達の支援」から「障

害のある児童などへの指導」に関する問題も出題され

た。

　教育原理（特別支援教育，人権教育等）のうち，

特別支援教育では，「第2次熊本市特別支援教育推進

計画」（2021年）の「第Ⅱ章 2 基本方針」に示され

ている「取組の目標」の理解を問う問題が出題された。

人権教育は必出の領域である。今年度は，昨年度に

続いて「人権教育の指導方法等の在り方について［第

三次とりまとめ］」（2008年）から「第2章 第1節 1 (4)

人権尊重の視点に立った学級経営等」に関する問題

が出題された。

　生徒指導では，昨年度に続いて「生徒指導提要」

（2022年）が出題された。具体的には，「第3章 チー

ム学校による生徒指導体制」から「3.3.1 教育相談の

基本的な考え方と活動の体制」に関する問題のほか，

「3.6.1 校則の運用・見直し (3)校則の見直し」の理解

を問う問題が出題された。また，教育法規と重複する

が，昨年度に続いていじめ防止対策推進法から第2条

の理解を問う問題も出題されている。

　教育時事において，ご当地問題は必出である。今

年度は「熊本市教育振興基本計画（令和6～令和9年

度）」から「基本方針(3)最適な教育環境の整備」を問

う問題が出題された。

　教育法規では教育基本法と学校保健安全法，教育

公務員特例法が必出であり，今年度はそれぞれ第6条，

第19条，第22条の6第1項が出題された。また，頻出

の憲法，地方公務員法からそれぞれ第20条第3項，第

31条が出題された。このほか，学校教育法やこども

基本法，地方教育行政の組織及び運営に関する法律，

社会教育法等も出題されている。

　教育心理では，教育評価（形成的評価，絶対評価）

を問う問題がみられた。主要な理論とその特色，提唱

者を幅広く押さえておくことが必要だ。

▶必出の人権教育
▶教育時事ではご当地問題に要注意
▶教育法規は教育基本法と学校保健安全法，教育公務員特例法

＊「地域」には「教育原理」，「教育時事」も含まれる。
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